
2025年６月10日
内閣府

地方創生推進事務局

地方創生２.０における特区の再起動
（案）

資料７



前回の諮問会議を踏まえて
第65回国家戦略特区諮問会議（令和６年12月24日）において、これまでの成果や課題を踏まえ、
以下の３つの柱を軸に方向性を提示。その後、地方創生２.０における特区の運用の在り方を検討
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・ 各特区における特例の全国展開について、具体的な取組を開始してください。
・ 特区制度が地域の期待により一層、きめ細かく応えることができる制度となりますように、特区
制度の新たな運用の在り方について、来年６月までに具体的な検討を進め、「地方創生2.0」
につなげていただきますようにお願いを申し上げます。

第65回国家戦略特別区域諮問会議

石破総理発言

区域との対話
（全16の指定区域との意見交換）

アンケート調査
（全国の自治体・事業者等への

WEBアンケート）

国家戦略
特区自治体

日本全国

・ ３つの特区制度の特例措置のいずれも、その恩恵を全国に普遍化させるため全国展開に
ついてまず検討するとともに、仮に全国展開が直ちに困難な場合でも…全国の自治体が活用
可能な構造特区特例に移行することを視野入れてに検討を進めるべきである。
・ 特区指定区域・事業者団体との対話や全国の幅広い声を吸い上げるためのWEBアンケー
トなども活用し、丁寧に地方の声を吸い上げていくことを期待したい。

民間議員意見

第65回国家戦略特別区域諮問会議資料３より抜粋

特例の全国措置化に向けた検討主務官庁

＜前回諮問会議後の主な取組＞
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特区制度に関する地域の声
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• 令和７年２～３月にかけて、全国WEBアンケートや国家戦略特区指定区域との対話を通じ、自治
体や事業者など多様な地域の声を聞き取り

• アンケート調査（詳細は参考資料７-１）では、国に期待することは、特例を活用した事業に対する支援、
規制・制度改革の提案・活用に関する相談への対応、自治体と事業者の連携促進、提案に必要な
エビデンス収集などへの支援が多い【図１】

• また、特区制度については、約７割が「あまり知らない」「知らない」という結果。好事例や特例の活用
方法、制度の概要や支援措置に関する情報提供を求める声が多い【図２】

• 区域との対話（詳細は参考資料７-２）では、提案者側のみに挙証責任を課すのではなく、主務官庁
側も説明責任を負うべきとの声や新規提案を行った後のスケジュール感や年間プロセスを明確にして
ほしいといった声があった

【図１】特区制度に基づく特例の提案や活用にあたり、
国に期待すること

【図２】特区制度の知りたい情報
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【今後の方針①-1】成果の全国への普遍化（全国措置化等検討）

※１ 複数の主務官庁がある特例については、一部の主務官庁のみが検討可能と回答した場合についても計上

• 内閣府からの要請に基づき、主務官庁において特例措置の全国措置化について、構造改革特区への
移管を含めて検討。指定区域に活用が限定されている国家戦略特区、総合特区の検討対象とした特
例措置67件のうち、全国措置化の検討が可能な旨の回答があったものは20件【図３】（各省回答の全
体像は参考資料７-３）

• 今後、主務官庁検討結果のみならず、地域のニーズや特例化からの経過年数、活用実績等も踏まえ、
特区WGヒアリング等を通じて、全国措置化や活用促進に向けた特例の要件見直しを推進

検討対象 全国措置化検討可能（※１）

全国展開 構造特区移管 合計（※２）

国家戦略特区 ４７件 １０件 ９件 １４件
総合特区 ２０件 ３件 ３件 ６件
合計 ６７件 １３件 １２件 ２０件

１．特例の全国措置化
① 検討可能との回答：具体的な内容・時期について主務官庁と検討・調整の上、可能なものから速やかに措置
② ①以外の回答：地域のニーズ、特例化からの経過年数、活用実績等を踏まえ、優先順位を決めて全国措置化を検討
※国家戦略特区制度の目的達成に資する国等の援助に関する規定（援助規定）についても、地域のニーズ等を踏まえ、全国で活用可能な在り方を検討

２．特例の要件見直し
地域のニーズ、特例化からの経過年数、活用実績等を踏まえ、優先順位を決めて要件の見直しを検討

検討の進め方

※構造改革特区・総合特区の特例措置については、両制度の枠組みの下で今後検討

※２ １つの特例について、全国展開、構造特区移管とも検討可能との回答の場合、それぞれ計上しているため、合計は一致しないものがある

構造改革特区 ５５件 ８件 ― ８件

【図３】主務官庁における特例措置の全国措置化に関する検討結果
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【参考】 全国措置化等検討結果概要（国家戦略特区）

主務
官庁
検討

国家戦略特区の特例措置 創設
年度

活用
区域

活用
希望

（区域外）
過疎地等での自家用自動車による有償運送 ※Ｒ６制度改正により事実上全国展開済み 2016 2 37
都道府県知事等の認定を受けた滞在施設における旅館業法（フロント設置等）の適用除外（特区民泊） 2014 5 17
農地権利移転許可事務を農業委員会から市町村へ移管 2014 3 17

● 工場新増設促進のための工場立地法等の緑地面積率等に関する規制緩和 2021 4 16
中心市街地活性化基本計画の認定の特例 2021 0 14
官民の垣根を越えた人材移動の柔軟化（創業者の人材確保の支援に係る国家公務員退職手当法の特例） 2015 4 13

●● 小規模認可保育所における対象年齢の拡大（３～５歳のみ） 2017 2 12
外国人エンジニアの就労促進（自治体の協力による在留資格審査の迅速化） 2023 3 11

○● 外国人家事支援人材に関する在留資格の特例 2015 3 10
公立学校運営の非営利法人への開放 2015 2 10

● ベンチャー・ファンドへの出資に係る規制の緩和 2024 1 7
●● 外国人乳幼児が多い認可外保育施設における保育士配置基準の緩和による外国人保育資格者の活用 2023 2 5
● 一般社団法人等への信用保証制度の運用 2017 1 3

● 地方裁量型認可化移行施設の設置（認可外保育施設から認可保育施設への移行を目指す等で、都道府県の
基準を満たした場合、認可移行計画の延長、保育サポーター加算取得を可能化） 2019 0 3

●● 会社設立に係る行政手続の英語対応 2024 4 3
● 外国医師の臨床修練可能な診療所の対象拡大 2015 1 1

● 建築物用地下水の採取規制地域における冷暖房利用の特例 2019 1 1

● 地域限定型 規制のサンドボックス制度による自動車の自動運転や無人航空機（ドローン）等の迅速・円
滑な実証実験（航空法） 2020 0 1

● 地域限定型 規制のサンドボックス制度による自動車の自動運転や無人航空機（ドローン）等の迅速・円
滑な実証実験（電波法） 2020 0 1

●● 銀行によるGX関連事業に対する出資規制の緩和 2024 1 1
● 補助金等交付財産の目的外使用等に係る承認手続きの特例措置 2023 0 0

• 以下は、全国WEBアンケートにおいて国家戦略特区指定区域外から活用希望10件以上の特例と、
②主務官庁検討における全国措置化の検討可能との回答があった特例をまとめたもの（活用希望件数順）

• 主務官庁検討において、●は全国展開の検討可能（〇は主務官庁が複数あり一部の主務官庁のみ検討可能）、
●は構造改革特区移管の検討可能との回答があった特例
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【今後の方針①-2】成果の全国への普遍化（検討体制強化）
規制改革の新規提案や特例の全国措置化、要件見直しについて、民間有識者の知見を最大限に活
用し、横断的視点で迅速かつ効果的に検討できるよう、各特区制度の枠組みも活かしつつ体制を強化

〇国家戦略特区WGの意見聴取等の充実のため主務官庁の資料提出、説明等の協力を基本方針に明記
（→提案から方針決定までの期間ができるだけ半年以内となることを目指して業務運営を行う）

〇同WGの業務として以下を追加（国家戦略特区「等」WGと改称）
①構造改革特区特例について、必要に応じ評価・調査委員会の検討をサポート（国家戦略特区から移行した特例など）
②総合特区特例の全国措置化等の検討や、新規提案について必要に応じ国と地方の協議会をサポート

＜付議対象＞ 構造改革特区 国家戦略特区 総合特区

全国措置化
（構造改革特区
への移管を含む）

要件見直し

新規提案

評価・調査委員会
国家戦略特区等

WG

国と地方の協議会

※赤：特区WGの新たな役割

①

②
従来から、提案・検討は

国家戦略特区と一体的に実施

変更のポイント

従来は民間有識者の
参画なし

従来は各省にて検討
（内閣府における検討の場なし）
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財政措置が必要なものはR８概算要求等できるだけ早期に対応

【今後の方針②】新たなチャレンジへのサポート強化
• 地方発の新たな規制改革提案について、主務官庁と協議を進める際のハードルの高さや新たなルールを
活用したサービス導入のリスクの高さ等を踏まえ、新たなチャレンジへのサポートを強化

• 具体的には、取組の段階に応じて、国において、新たな規制改革提案の実現や全国措置化のための
調査・実証等と、地方創生交付金や利子補給制度による財政・金融支援を一体的・効果的に実施するとと
もに、特区の活用や地域の関係者の参画・連携につながる情報発信・ノウハウ支援等を行う。

地方の課題
を起点とする
大胆な規制
改革の実現

成果の普遍化

地方発の規制改革
提案の実現

各特区における特例措置
の活用・サービスの実装 全国措置化

財政支援
○規制改革提案の実現に必要な
データ・事例等の収集・整理等

○先進的な取組に関する実証等

国による調査・実証等 ○全国措置化（特例措置の全国展
開・構造改革特区の特例措置への
移管）のために必要な調査・検証

○特例措置の活用状況等を踏ま
えた内容や要件の検証

特区の活用や地域の関係者の参画・連携につながる情報発信・ノウハウ支援等

金融支援

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）
・特区制度を活用した、又は活用しようとする事業については、優先的に支援

利子補給
・３つの利子補給制度（国家戦略特区・総合特区・構造改革特区*）を
一体的に運用し、効果的に支援 *地域再生計画に位置付けることで支援可能
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【今後の方針③】産官学金労言士の理解・連携促進
• 特区制度の認知を高め、制度の活用を促進するため、公式noteを立ち上げるとともに特例措置の創
設や活用方法を特区横断的に解説した「特区の手引き」や、分野ごとの好事例をまとめた「特区の活
用事例」を公表し、特区相談窓口も整備

• 今後、地域の声も踏まえ、地域の好事例のコンテンツの充実や自治体と事業者をつなぐ場の提供、３
つの特区制度を一元化したHP公開、制度間連携の更なる強化を図る

今後、公式noteの活用やHP公開を通じ、質・量ともに充実した情報発信を強化

特区制度の活用促進 地域の好事例の情報発信強化

「特区の手引き」・「特区の活用事例」（2025年３月公表）

「note」（2025年２月創設）

規制改革関連制度との連携強化
• 全国的な規制・制度改革を検討する規制改革推進会議等、他
の枠組みとの連携を図りつつ、きめ細かく規制・制度改革を推進

＜前回諮問会議後の主な取組＞ ＜今後の取組＞

• 様々な規制改革の取組を制度横断的に検索するための
ウェブサイト「規制改革ライブラリー」を令和６年度末公開

好事例の発信や関係者の連携促進のため、本年秋以降、
「(仮)地方創生2.0 特区活用フォーラム」を開催予定！

7

公式note
開設

手引き＆
活用事例



特区の再起動に向けた基本方針の見直し
これらの方針を進め、地方創生２.０において特区を再起動させるため、国家戦略特区基本
方針（閣議決定）等を改定（改定案は参考資料７-４）

地方創生２．０を踏まえた取組の推進

地方の厳しい状況とデジタルを始めとする新技術の進展を踏まえ、スピード感をもって地方の課題を起点とする規制・制度改革
を大胆に進める観点から、取組を推進する旨を明記

特例措置について、直ちに全国展開が困難であってもその効果を全国に波及していくことが可能となるよう、構造改革特区の
特例措置への移管を推進する旨等を新たに規定

新たなチャレンジへのサポート・情報発信等の強化

新たな規制改革や全国措置化の実現に必要となるデータ、事例等の収集・検証、先進的な取組の実現に必要となる実証な
ど、地域のチャレンジを促進するために必要な施策を講ずる旨や、特区の活用や多様な関係者の連携を促進するための情報
発信の強化やノウハウ支援等に努める旨、利子補給制度の制度間連携による支援を推進する旨を新たに規定

成果の普遍化（全国措置化の推進）

規制・制度改革の検討体制の強化

新たな規制改革提案や特例の全国措置化、要件の見直しについて、横断的視点で迅速効果的に検討を行うことができる
よう、各特区の枠組みを活かした検討体制を新たに規定。新たな規制・制度改革に関する主務官庁の責務を明確化

関係制度間の連携

３特区制度や他の規制・制度改革関係制度等との連携を図りながら、それぞれの制度の特色や枠組みを活かし、効果の
最大化を目指すべき旨を明確化

※構造改革特区及び総合特区の基本方針についても、各制度における必要な手続きを経て同趣旨の改定を想定 8



地方創生２.０における特区の再起動（ポイント）

課題

・主務官庁が検討可能とした特例や、特例措置の創設や活
用から一定期間が経過している特例は、地域ニーズ等も踏
まえ、構造特区特例への移管も含め、全国措置化を検討
・特例の活用状況等を踏まえ、要件を検証・見直し

特区基本方針など関連規定を改正するとともに、
財政措置が必要なものはR８概算要求等できるだけ早期に対応

・主務官庁の回答や
地域ニーズ等を踏まえ
全国措置化・特例要
件の見直しを加速
・構造特区の活用
・情報発信や
ノウハウ支援等の強化

これまで

イメージ図

地方創生2.0では、2002年に創設された構造改革特区以来、３つの特区制度を通じて得られた成果の普
遍化を強力に進めるとともに、特区制度の原点に立ち返り、特例という実証プロセスも最大限活用しつつ、地
方の課題を起点とする規制・制度改革をより一層大胆に進めるため、各特区制度の特徴を活かしつつ連
携させ、制度全体の運用を抜本的に強化する
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・国家戦略特区、総合特区
の特例が長期間継続
（活用できない地域あり）

・特例の要件が厳しく
使いにくい

特区の活用の仕方を
知らない・分かりにくい

・規制改革提案をしても、
主務官庁との調整が困難

・規制改革を活用した新た
な事業導入のリスクも高
い

地方創生2.0における特区の再起動
成果の普遍化（全国措置化）の推進

・迅速かつ効果的な検討体制の強化
（国家戦略特区等WGと他制度との連携等）
・主務官庁は規制改革提案を自らの問題ととらえ、地
域課題解決に資するよう主体的・早急に検討

規制・制度改革の検討体制の強化

・内閣府が新たな規制改革提案や全国措置化の実現
に必要な調査・実証等を行うとともに、地方創生交付
金や利子補給等の財政・金融支援を一体的・効果
的に実施し、新たなチャレンジをサポート

新たなチャレンジへのサポート強化

・特区の活用や地域における産官学金労言士の連携
促進につながる情報発信、ノウハウ支援等（特区活
用の手引きや好事例集、HPやSNS、相談体制充
実）

情報発信等の強化

地方創生2.0
特区の再起動

大
胆
な

規
制
改
革

成果の
普遍化

・新たなチャレンジへの
サポート強化
・検討体制の強化
・主務官庁の主体的対応

分かりやすい・使い
やすい制度運営
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